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₁．　航空ビジネスの重要性──観光ビッグバン

　今日，航空はビジネスだけでなくあらゆる面で重要となってきている。

本稿では，航空需要の増大の背景，航空の自由化問題と空港問題の関連性

を理解するために迂遠のようであるが，観光革命等の歴史から述べてみる。

観光革命は₅₀年ごとに起きており，これまで ₃回の観光革命が起きている。

現在はアジアで進行中である。

　第一次観光革命は，₁₈₆₀年代のヨーロッパで起こった。ヨーロッパ内で

国内観光旅行の大衆化が生じると共に，富裕な有閑階級による外国観光旅

行ブームが生じ，イタリアやギリシャ，エジプトヘと観光客が殺到した。

第二次観光革命は，第一次世界大戦終結後の戦勝国米国で自動車ブームに

よる国内観光旅行の大衆化が生じるとともに，アメリカの中産階級がヨー

ロッパを旅したことに始まる。これは，第一次大戦に参戦したアメリカの

中産階級がヨーロッパの魅力に引かれたことと，戦勝国アメリカの好景気

と先述のモータリゼーション（₁₉₀₈年にフォード T型が発明された）が要

航空の規制緩和と空港の民営化

木　　谷　　直　　俊
（受付　₂₀₁₈年 ₄ 月 ₁₃ 日）



修道商学　第 59 巻　第 1号

─　　─2

因となっている。ラジオや映画などのマスメディアの発達も旅行促進要因

として働いた。第三次観光革命は，第二次大戦後，特に₁₉₆₀年代から近年

まで日本を含む先進諸国の広範な大衆が海外にでかけていった。きっかけ

はジャンボの就航によって旅行が大衆化したことである。現在は，₂₀₀₀年

代に入ってアジアを中心として第四次観光革命が進行中である。事実，ア

ジアでは所得の向上に連れて海外旅行の需要が著しく高くなっている。

　こうした観光革命は失われた文明や文化の磁力に旅行者が引き寄せられ

た結果であるとする石森秀三氏の「文明のマグネティズム」論がある₁︶。

₁₈₆₀年代の第 ₁次革命ではエジプト・ギリシャ・イタリアなどの古代文明

地域が北欧の富裕層を集めた。₁₉₁₀年代の第 ₂次革命ではヨーロッパの都

市文明がアメリカの市民層を引き寄せた。₁₉₆₀年代の第 ₃次革命ではヨー

ロッパとアメリカの近代文明が，欧米，日本を含むアジアの大衆層を吸い

寄せている。今後は，政策としてこの吸引力となるようなものを国内にい

かに築いていくかが課題となる。近年，海外からの観光客が増大している

が，日本旅行業協会（JATA）の田川博己会長は東京オリンピック・パラリ

ンピックが開催される₂₀₂₀年に向けて「日本から新しい風を世界の観光産

業会に吹き込み，持続可能な『ハイテクと文化を融合させた』観光立国の

実現を目指したい」と述べている₂︶。

　ただし，スティーブン J・ページが指摘しているように，地球レベルで

は観光はすでにかなりの環境破壊をもたらしているとの議論もあり，観光

と地域開発のあり方についてはかなり注意を要する₃︶。

 ₁） 石森秀三「観光が果たす新たな意義・役割に関する認識」『国家的課題として
の観光』日本経済調査会，₂₀₀₂年 ₆ 月， ₁－₁₆ページ。

 ₂） JATA『海外渡航自由化₅₀周年ニュースレター』₂₀₁₅年 ₁ 月 ₉ 日。
 ₃） Stephen J. Page（₂₀₀₉）, Tourism Management, third edition, Butterworth 

Heineman, pp. ₅₅₀–₅₅₆.，木谷直俊『観光ビジネスの基礎』創成社，₂₀₁₃年，
₂₂₈－₂₃₄ページ参照。
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₂．　国際航空輸送の制度的枠組み

（１）　第二次大戦後の国際的航空輸送の枠組み

　第二次大戦後の国際航空輸送の枠組みは₁₉₄₄年に開催されたシカゴ会議

において決定された。この会議では自由化を主張するアメリカと制限的な

競争を主張するイギリス等のヨーロッパと議論が対立した。

　結局，戦争によって疲弊していたイギリス等の意見が通り，競争制限的

な枠組みが作られた。具体的には国際的に統一された航空輸送協定ではな

く，二国間で協定を結ぶ二国間航空協定である。また，民間航空会社の 

組織である国際航空運送協会（IATA: International Air Transportation 

Association）が設立された。

（a）　二国間航空協定

　指定航空会社の数，運賃の認可，輸送力，運輸権（市場アクセス）や第

₅ の自由（以遠権，第三国が認めない限り行使できない）等を取り決め

る。この時代には空という資源はその国のものという考え方が支配的であ

り，航空会社もその国を代表する会社ということで国営会社も多いのが特

徴であった。

　プール協定は輸送力に応じて航空会社間で収益を配分するものである。

すなわち例えば輸送力を₅₀：₅₀と決めても実際の輸送は₄₅：₅₅となる場合

がある。その場合，余分に輸送した会社はもう一方の会社に収益の一部を

配分するというものである。アメリカとの路線では反トラスト法に違反す

るとのことで認められてこなかった。

（b）　IATA

　民間航空会社のカルテル組織である。ここで運賃を話し合いで決定す

る。運賃の決定方式はメンバーの全員一致方式である。結局，運賃水準は

効率の高い航空会社の運賃と効率の低い航空会社の運賃の中間で運賃が決
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まることになる。そして，それを二国間協定で承認するというシステムを

とっていた。もっとも IATAが強力なカルテルであったかといえば，必ず

しもそうとは言えない。

（₂）　規制緩和の動き

　アメリカ国内で₁₉₇₈年に航空規制緩和法が成立した（それまでは競争を

制限し，運賃決定にも政府が介入していた）。論拠の一つにはコンテスタブ

ルマーケットの理論がある。これは現実の競争ではなく，競争の恐れを基

礎にした理論である。すなわち寡占企業といえども一定の条件があれば競

争的な価格設定を行うというものである。現実にはコンテスタブルマー

ケットの理論は当てはまらなかったのであるが，一般的に規制時代よりも

現在の方が好ましいとされている₄︶。そこでアメリカは国内のみならず国

際でも伝統的な二国間協定の規制的な枠組みを徐々に変えていく政策に転

換した。もっともラモン・ディミュリアスによるとコンテスタブルマー

ケットの理論というよりも実際にはより幅広い政治経済学によって規制緩

和は促進されたとされる₅︶。

　第 ₁の局面は，₁₉₈₇年から₁₉₉₂年までの部分的な自由化と市場の開放で

ある。第 ₂ の局面は，その後の完全自由化を目指すオープン・スカイで

あった。特に EUでは₁₉₉₇年以来，EUの航空会社は EU内での地点間輸送

（いわゆるカボタージュのことで，アメリカでは禁止されている）が可能と

なった。例えば，イギリスの BAはフランス国内のパリーマルセイユ間で

運航できるようになった。

　こうしたことを契機にライアンエア（Ryanair：アイルランドの航空会社

 ₄） パット・ハンロン『グローバルエアライン』木谷直俊他訳，成山堂，₁₉₉₇年，
₂₈－₇₀ページ参照。

 ₅） ラモン・ディミュリアス『国際航空輸送の経済規制』木谷直俊訳，広島修道大
学学術交流センター，₂₀₁₁年，₁₉₇－₂₁₀ページ参照。
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で₁₉₈₅年設立，₁₉₈₅年ダブリンールトン線で運航開始，その後ヨーロッパ

大陸路線にも進出）やイージージェット（Easyjet：イギリスの航空会社で

₁₉₉₅設立）といった LCC（ローコストキャリヤー）が市場に参入するよう

になってきた。こうした自由化の動きはアジア，太平洋地域でも進展して

きた。なお，LCCは₁₉₇₈年のアメリカの航空規制緩和の直前にサウスウエ

スト航空が導入したもので歴史的には古いものである。

　以下ではアジア，太平洋地域の動きである。

（a）　ASEAN

　これは，₁₉₆₇年にインドネシア，シンガポール，タイ，フィリピン，マ

レーシアによる軍事的防衛を主眼としてできた東南アジア諸国連合である。

その後，ブルネイ，ベトナム，ラオス，ミャンマー，カンボジャを加え₁₀

カ国で構成している。現在は貿易・経済の連合体になっており，₁₉₉₃年，

ASEAN自由貿易地域を形成し，域内の輸入関税を廃止する市場統合を目指

している。この一連のプロセスの中で，交通・通信分野の自由化も検討

し，₁₉₉₅年の首脳会議で航空のオープン・スカイ政策が決定された。₂₀₁₅

年に域内航空の完全自由化することが公表されていたが，航空自由化に関

する枠組み協定の批准が₂₀₁₆年 ₄ 月に完了し，域外国との航空協定の交渉

を進めている。

　アメリカ，ブルネイ，チリ，ニュージーランド，シンガポールで構成さ

れている APECでは，₂₀₀₁年 ₅ 月に多国間オープン・スカイ協定を結んで

いる。

（b）　日本

　日本の二国間協定は従来閉鎖的であり，日米二国間協定においても₁₉₉₈

年のアメリカからの強い要請のもとでもオープン・スカイ協定には受託し

てこなかった。

　しかし，₂₀₀₇年₁₁月 ₅ 日，わが国の航空当局は海外エアライン₄₁カ国₈₂
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社に対して，外国航空会社の定期便の地方空港への路線開設および増便の

自由化についての取り扱い方針を通知した。

　定期便の路線開発等の確認が終われば直ちに認可を行い，手続き期間の

短縮を図る。これによって，外国航空会社による地方空港への路線開発な

どについては，航空当局間の交渉妥結を待つ必要が無く，迅速な就航が可

能となり，アジア各国との交流や観光が促進されることになった。

　そして，アメリカとの完全なオープン・スカイ協定が₂₀₁₀年₁₀月₂₅日に

締結されたのである。

　日米オープン・スカイ協定の概要を示すと，以下の通りである。

₁． 路線──自国内地点，中間地点，相手国内地点及び以遠地点のいず

れについても制限なく選択が可能であり，自由にルートを設定する

ことができる。

₂． 便数──便数の制限は行わない（また，航空会社は通常の手続きに

より希望する空港の発着枠を確保することができる）。

₃．参入企業数──参入企業数の制限は行わない。

₄． コードシェア等──同一国・相手国・第三国の航空会社とコード

シェア等の企業協力を行うことができる。

₅． 運賃──航空運賃の設定については，差別的運賃等の一定の要件に

該当するものを除き，企業の商業上の判断を最大限尊重するととも

に，可能な限り迅速な審査を行う。

　こうして，日本では，₂₀₁₇年現在，アメリカのように完全なオープン・

スカイではないにしても₃₃か国とオープン・スカイを締結している。最近

では₂₀₁₇年 ₉ 月にインドとオープン・スカイ協定に合意した。

　しかし，自由化後の世界の航空会社の経営は規制の時代に比べて不安定

であると言える。すなわち，規制の時代には，航空会社の収益は安定して

いたが，必ずしも多額の独占的な利潤を手にしていたわけではない。これ

に対して図表 ₁のごとく規制緩和の時代には莫大な収益を得る時があるか

と思うと，大幅な損失を被っている時もあり，経営は不安定となってい
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る₆︶。したがって航空会社にとっていかなる経営戦略を立てるかが重要と

なってくる。

　以下は，すでによく知られているところであるが，既存の航空会社（レ

ガシー・キャリヤーあるいはネットワーク・キャリヤー）の多様な経営戦

略を簡単にまとめたものである。

₃．　航空会社の経営戦略と航空輸送業界の今後

（１）　航空会社の経営戦略

（a）　ハブ・アンド・スポーク・システムの展開

　規制の時代には直行便が中心であったが，特にアメリカでは規制緩和と

ともに航空会社はハブ・アンド・スポーク・システムを導入した。これ

は，車輪のハブとスポークのように，拠点空港（ハブ）を中心に中小空港

との間に航空路線（スポーク）を放射状に展開し，拠点空港に旅客を集中

させ，拠点空港と拠点空港間を大量輸送する航空輸送ネットワークである。

図表 １　世界の航空会社の営業利益

出所： Bijan Vasigh, Ken Fleming and Thomas Tacker（₂₀₁₃）, Introduction to Air 
Transport Economics, Ashgate, p. ₃.
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 ₆） Bijan Vasigh, Ken Fleming and Thomas Tacker（₂₀₁₃）, Introduction to Air 

Transport Economics, Ashgate, pp. ₁–₂₅.
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このシステムは，中小空港の支線から集めた旅客を拠点空港間で大量輸送

することにより，単位当たりのコストの低下をもたらした（範囲の経済

性）。マイナス面としては直行便が減少したことであるが，利用者からは便

数の増大等が評価されている。

（b）　CRS（コンピューター・リザーベーション・システム）

　CRSとは，世界の航空路線のダイヤ（時刻表）と運賃を主なデーター・

ベースとして，旅行サービス情報も提供するコンピュータ予約システムで

ある。発券機などを接続することによって，航空券の自動発券やイール

ド・マネジメント（利益率の管理）にも活用されている。CRSは単なる予

約システム以上に航空企業の経営において重要となっている。第₁に，CRS

を通じて得られるリアルタイムの座席販売状況に対応した運賃割引の運用

などによって効率的な販売管理や収入管理を行える。第 ₂に，蓄積された

膨大な顧客情報をマーケティングなどの経営戦略に役立てることが可能と

なっている。

（c）　FFP（フリーケント・フライヤー・プログラム）

　FFPはマイレージ・プログラムとも呼ばれ，搭乗距離（マイル数）に応

じて無料航空券などの特典を顧客に対し提供する常顧客優遇制度である。

これは，もともとビジネス・クラスなどの乗客を対象に₁₉₈₁年にアメリカ

ン航空とパン・アメリカン航空が開始したものであるが，現在は世界の多

くの航空会社が導入しているマーケティング戦略である（後に述べるよう

にローコスト・キャリヤー等のなかには FFPのない航空会社もある）。現

在では以下で述べるアライアンス（提携）に所属している航空会社間では

ポイントの交換が可能となっている。また最近では利用者のサービス向上

のために一部の航空会社では本人に対して一定の条件つきでのマイルの販

売，家族，友人や指定する第三者にマイルの譲渡を可能にしている。

　問題点のひとつは，商用でたまったマイレージは会社のものか個人のも
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のかということである。企業に還元すべきとの議論もあるが，多くの場

合，旅客のモラール（労働意欲）に与える FFPの積極的な効果を評価し，

個々の従業員が FFPの報酬を受け取ることを継続している。

（d）　コード・シェアリング

　コード・シェアリングとは，提携先の航空便に自社の便名をつけて，共

同で販売・運航する業務提携（アライアンス）である。これは大手航空会

社が中小航空会社のコミューター路線をフィーダー・ルート（培養路線）

として自社の営業に取り組む手段として始まった。最近では，国際線にお

けるネットワーク拡大戦略として，世界の航空会社に広く採用されている。

コード・シェアリングの効用としては，（₁）自前で運航する場合のコスト

やリスクを回避しつつネットワークを拡大できること，（₂）他国の国内航

空市場へのアクセス確保の手段として，カボタージュの代替としての機能

である。

（e）　合併

　アメリカでは₁₉₈₇年の規制緩和以降，倒産，合併が繰り返されている。

歴史的にみると，₁₉₇₈年の規制緩和以来，合併が増大し，およそ₅₀の合併

が発生している。景気の後退，燃料費の上昇などに影響を受けやすく，不

安定な環境にあるためである。₁₉₉₈年以降は集中が減少し，運賃も低下し

てきた側面もあるが，企業としては規模の経済性，範囲の経済性，消費者

にとってはネットワークの拡充による利便性の向上といった合併のプラス

の面も大きいとされている。最近の動きとしては，₂₀₁₃年にアメリカンと

USエアウエイズとの大型合併が行われている。

（f）　グローバル・アライアンス（提携）

　従来のアライアンスはマーケティングあるいは技術的なものが中心で

あった。 ₂つの航空会社間によるものもが多く，毎年，多くの協定が行わ
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れてきた。しかし，現在のアライアンスは，数社の航空会社が参加してい

る市場志向的グローバル・アライアンスである。具体的にはワンワール

ド，スカイチーム，スターアライアンスというものである。スターアライ

アンスが最も大きく，スターアライアンスのメンバーは世界の輸送シェア

の₂₀～₂₅％を占める。そして ₃つのアライアンスを合計すると世界の半分

以上を占める。わが国のANAはスターアライアンス，日本航空はワンワー

ルドに所属している。こうしたアライアンスの目的は，集客，新しい市場

へのアクセス，現在の市場の防衛，マーケティングにおける経済性等にあ

るとされる。具体的には，コード・シェアリング，ブロック・スペーシン

グ協定，フランチャイジング，フリーケント・フライヤー・プログラムの

リンクなどのマーケティング協定等が行われている。いわばアライアンス

間の競争となっている。

　しかし，エミレーツ航空のようにアライアンスに所属していない航空会

社も存在するし，最近では，アライアンスの重要性が相対的に低下してき

たとの報告もある。すなわち，マーケット拡大のために既存のアライアン

スの枠組みにとらわれないで，他のアライアンスに所属する航空会社との

提携を行う航空会社も増大している。例えば，ワンワールドに加盟してい

るアメリカン航空は，₂₀₁₇年 ₃ 月にスカイチームに属する中国南方航空に

₂億ドル（₂₂₄億円）の出資・提携を行っている。あるいは，同じアライア

ンスに所属しながらその中での提携を解消した航空会社も存在している₇︶。

今後は，アライアンスの再編もありうるものと思われる。

（g）　運賃戦略

　規制緩和の時代となり，運賃決定の仕方も複雑になってきた。そこで，

以下では既存の航空会社（レガシー・キャリヤーあるいはネットワーク・

キャリヤー）の運賃戦略について述べてみる。

 ₇） 『日経ビジネス』₂₀₁₇年₁₀月₂₃日号，No. ₁₉₁₃，₂₇ページ。
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（g-₁）　規制の時代──₁₉₇₉年までの運賃決定ルール（コストベース運賃）

　₁₉₄₅年に IATA（International Air Transport Association）がハバナで設

立された。これは定期航空会社で構成される組織で国際航空の運営につい

て多様な取り決めする。調査研究，航空会社間の乗り継ぎ客の運賃の清算

業務，空港との交渉，運賃・機内サービスの取り決め等を行う組織である。

　運賃については北および南アメリカ地域，ヨーロッパ地域，中東および

アフリカ地域，太平洋およびオーストラリア地域で運賃調整会議を開催す

る。会議は秘密で，新しい運賃を導入する ₄－ ₆ヶ月前に開かれ，運賃を

決める。地域間の運賃についても調整する。提案された運賃は全員一致制

度を採用している。不満のある航空会社は再交渉できるので全員一致まで

にきわめて時間がかかるといった問題もあったが，このシステムは航空会社

に受け入れられ，NON-IATAも IATAで決めた運賃を守らざるを得なかった。

IATAの決定を守らない航空会社があると厳しいペナルティがかせられた。

IATAは機内サービスについても決め，座席のピッチ，食事の回数，暖かい

食事か冷たい食事か，ヘッドフォン使用料を取るか否かなども決めていた。

　IATAの航空会社は IATAで決めた運賃を守らざるを得なかったので，価

格競争は存在しなかった。したがって，IATAはメンバーの利益を最大にし

ようとするカルテル組織であるといってよい。しかし，運賃とか輸送力を

固定することで航会社が独占的な利益を得ようとすることに対して一定の

セーフガードも存在していた。実際，二国間協定によって政府によるコン

トロールもあり，IATAはカルテルとしての力を十分発揮することはできな

かったとも言える。

　しかし，そうしことは必ずしもよく知られておらず，₁₉₇₀年代になると

一般の言論界等から運賃決定の自由を求める動きが出てきた。

（g-₂）　規制緩和時代の運賃決定方式

（g-₂-₁）　₁₉₇₉年からの新ルール

　こうした外部からの競争的圧力に対して IATAは₁₉₇₉年に新しいルール
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を導入した。それは協定運賃を必ずしも遵守しなくても良いというもので

ある。会議もオープンなものになってきた。

　₁₉₇₉年以降になると，IATAのメンバーであっても運賃調整会議に参加し

なくてもよいということになった。さらに₂₀₀₀年頃から IATAの運賃はガ

イドラインにすぎないものになった。そして，₂₀₀₇年頃から競争的運賃に

なってきた。こうしたことから，IATAの重要な役割は空港との交渉などに

シフトし始めたのである。

（g-₂-₂）　  IATA方式（コストベース運賃）と多様な割引運賃（市場

ベース運賃）

　徐々に自由化が進展する中で運賃については ₂つのものがある。

　（₁）多くの国際航空市場，特に国際長距離市場では IATAに準拠した従

来型の運賃決定を行っている（コストベース運賃）。（₂）自由化された国

内・国際短距離市場では LCCなどの出現とその運賃のあり方の影響もあっ

てフレキシブルになってきている（市場ベース運賃）。

　まず，運賃の種類には以下のようなものがある。

（₁）ノーマル運賃：ファースト，ビジネス，エコノミー

　航空運賃の規制緩和が進展にするにつれてノーマルとは何かがはっきり

しなくなってきているが，キャビンクラス（ファースト，ビジネス，エコ

ノミー）によって ₃つの基本運賃がある。ほとんどのヨーロッパ路線およ

び長距離路線はファーストクラスの運賃は一応あるが，実際にはファース

トクラスのサービスはないといわれている。通常，ファースト，ビジネス

運賃は一種類であるが，エコノミーキャビンにはいろんなタイプの運賃が

ある。

　エコノミーキャビンを利用するノーマル運賃をフルエコノミー運賃とい

う。さらに，以下で述べるように数多くのエコノミークラスの割引運賃が

存在する。いくつかの航空会社では若干小さなエコノミーキャビンを導入

し，プレミアムエコノミー運賃を導入しているものもある。
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（₂）特別割引運賃

　これは学生（研修目的），年齢や家族割引といったもので，₃₀％から₅₀％

の割引がある。

（₃）割引運賃（プロモーショナル運賃）──条件付き割引運賃

　もともと，割引運賃はオフピーク時の需要を増やす，あるいは，包括旅

行（パッケージツアー）のために利用されたのであるが，定期運行の限界

費用（追加乗客あたりの追加費用）は小さいので， ₁人でも多くの乗客を

のせることで，収入が増え，利潤も増大する。運賃の種類としてはオフ

ピーク運賃，週末運賃，夜間運賃，GTX（団体包括旅行），ITX（個人包括

旅行）などがある。

　こうした運賃を利用する人は₁₉₉₀年代までにヨーロッパでは₇₅％以上と

なっている。アジアーヨーロッパ路線（競争的）では，エコノミーキャビ

ンがすべて割引運賃で販売されている。そのため平均イールド（収入）が

低下してきた。

　このようにコストベース運賃と市場ベース運賃という ₂つの異なる考え

方が混在し，複雑化している。

　他方，LCCの出現によってネットワーク・キャリヤーは運賃システムの

見直しを始め，LCCの運賃戦略を導入するようになってきた。

　以下はまず LCCの運賃体系である。

（g-₂-₃）　LCCの運賃戦略

　LCCの運賃は安い，単純，分かりやすい，条件も少ないというのが特徴

である。より具体的に述べると以下の通りである。

（₁）片道運賃でもよく，往復運賃を購入する必要はない。

これまでのネットワーク・キャリヤーは短距離では片道運賃を提供

したがらない。可能であっても往復運賃の半額以上となっていた。

これに対して安い割引運賃も往復運賃に適用するケースが多い。

（₂）運賃の種類も ₁つで，あってもせいぜい ₂－ ₃種類である。キャビ

ンクラスも ₁つである。
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（₃）同じ路線，同じ日でもフライトが異なると運賃も異なる（ある程度

標準化されている）。これは需要パターンの違いによる。従来の運賃

は同じ路線であればフライト間で運賃の相違はない。

（₄）出発時期より早く予約すればするほど安い。出発時期が近づいて座

席が少なくなると上昇する。座席が残っていると安くなる。言い換

えると需要に応じて変動する。これに対してネットワーク・キャリ

ヤーの短距離運賃はフレキシブルではなく，あるマーケットでたく

さんの売れ残りがあれば，最後の ₁分でようやく安くなる。これに

対して LCCは最後の ₁分まで上昇する。

（₅）制約条件は単純で，購入したが，利用しなかった場合には払い戻し

はしない。

　LCCの運賃哲学は，運賃は個々の利用者がもたらすコストとは無関係で

ある。運賃設定の目的はトータルコストの回収である。

　ネットワーク・キャリヤーも LCCの運賃政策を採用するようになり，最

近では出発時期が近づいてくると運賃が上昇するといった方式が一般化し

ている。あるいは機内食を有料にするケースもある。このようにネット

ワーク・キャリヤーの運賃システムは従来型の運賃方式に加えて LCCの運

賃方式も導入されるようになってきている₈︶。

（₂）　航空輸送業界の今後

　航空会社の経営戦略を見てきたが，航空輸送業界全体を見ると，航空輸

送業界は慢性的な不均衡あるいは供給過剰の状態にある産業である。その

ため，経営をうまく行っている会社は収益を上げうるが，その他の多くの

会社は必ずしもそうではない。にもかかわらず成長しているのが航空輸送

業界であると言える。

　以下はリーガス・ドガニスによってその要因を述べたものである。ま

 ₈） Rigas Doganis（₂₀₁₀）, Flying Off Course, fourth edition, Routledge, pp. ₂₅₃–

₂₈₆.
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ず，慢性的不均衡の原因は ₂つの要因が相互作用している。 ₁つは，供給

能力の増大傾向が常に存在していることである。もう ₁つは，航空会社は

倒産の危機にあっても，簡単には倒産しないことである。事実，倒産しな

い航空会社もある。

　常に供給過剰状態になるのはいくつかの要因がある。第 ₁に，航空会社

は航空機を容易に獲得できるということである。航空機を購入する場合に

銀行からの負債が発生しても航空機を担保にすることができる。これは銀

行等にとっても魅力的である。航空機を容易に引き取ることができるし，

転売も可能であるからである。航空会社が倒産して，他の航空会社に航空

機を販売する場合には，新しい航空会社の設立が容易となる。スイスエ

アーやサベナが倒産したとき，航空機は新しい航空会社であるスイスの航

空会社あるいは SNブリュッセル航空会社に売却された。

　新しい航空機を購入する場合にはローンは航空機の製造国の中にある輸

出保証機関によって保証されており，資金提供者は安心して資金を提供で

きるのである。例えば，アメリカであれば Ex-Im Bank，フランスであれば

COFACOである。また，メーカーは，航空会社にローンを提供したり，将

来，航空機を買い戻す事ための保証を与えたりするので，航空会社はリス

クを軽減することが出来る。さらに航空機のリース会社も存在し，リース

会社（GECAS，ILFCが有名）は有利な条件でまとめて航空機を購入し，

航空会社にリースしている。あるいは，航空会社が部分的または全面的に

政府のものであれば政府が借金やローンの支払いの保証をすることで借金

やリースが容易となる。現在，EUでは認められていないが，ヨーロッパ

輸出クレジット機関（European export credit agency）が支援している。こ

うして市場には慢性的供給過剰状態が発生する。

　供給過剰が発生する第 ₂の要因は製造業者自身にある。製造業者は新し

い航空機をいろいろな理由（低燃費，長距離飛行）で航空会社に売り込む

が，航空機の購入数を増加させたり，大型航空機を購入させる傾向があ

り，結果的に供給過剰になっている。こうした圧力は現在利用している古
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い航空機を他のメーカーのものであってもメーカーが買い戻すことでいっ

そう高まっていく。

　第 ₃の要因は政府の政策にある。航空会社は観光や地域のビジネスの成

長という政府の政策のために航空ネットワークを拡大させていくことが要

請される。そのため航空会社は必要以上に多くの航空機を購入する傾向が

ある。こうした傾向は必然的に運賃引き下げの圧力となる。したがって収

益（イールド）は低下していく。

　航空輸送業界では容易に航空機を調達することができるので供給過剰は

この業界に特有のものであるが，損失があっても政府の直接的間接的支援

によって簡単に市場から退出しないことが供給過剰の要因でもある。例え

ば，例えば，マレーシアエアラインは₁₉₉₄年に民営化されたが，現在は国

有化されている。わが国では JAL再建のケースがある。あるいは，倒産し

た航空会社を再建するために投資家に圧力を加える事がある。例えば，サ

ベナが倒産した時，スイス政府は新しいスイス航空会社を設立させるため

に圧力を加えた。アメリカでは₂₀₀₁年の₉.₁₁以降，航空輸送の安全および

システム安定化法（Air Transportation Safety and System Stabilization Act）

を導入し，需要の減少あるいはセキュリティコストに対する損失補償を

行っている。また，アメリカ，カナダその他のいくつかの国では破産法

（bankruptcy laws）が存在している。アメリカでは₂₀₀₀年代に破産法チャ

プター₁₁で USエアウエイズ，ノースウエスト，デルタが支援を受けてい

る。こうして，通常の経済学では倒産した企業は市場から退出するはずで

あるが，航空会社は容易には退出しない。

　以上，航空会社は追加的な供給能力が容易であること，損失を発生させ

ても市場からの退出はあまりないことから，平均して収益性は必ずしも良

好ではない。したがって，また，業界全体としては今後も慢性的供給過剰

状態にある産業であると言える₉︶。

 ₉） Rigas Doganis（₂₀₁₀）, op. cit., pp. ₃₂₀–₃₂₄.
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₄．　日本の空港の民営化とコンセッション方式

　すでに見てきたように航空業界はオープン・スカイの時代になってお

り，航空会社は，慢性的供給過剰状態の中で，運賃設定の仕方も含め，多

様な戦略を展開しながら，激しい競争を行なっている。そして航空会社自

らが自由に空港を選択できる時代になってきた。つまり，航空の自由化を

空港の立場から考えると，空港は航空会社に選ばれる時代となったと言え

る。したがって空港の経営戦略も重要となってくる。

（１）　空港の業務

　空港とは地上交通と空の交通の結節点である。この空港業務（空港の基

本的な機能）には以下のようなものがある。

　まず，基本的運営サービスとして，交通管制，警察・保安，滑走路のメ

ンテナンス，消防等がある。次に，ハンドリングとしてランプハンドリン

グ（航空機のクリーニング，電力の供給，手荷物の積み降ろし，その他）

とその他のハンドリング（乗客，手荷物の取り扱い等）がある。また，免

税店，駐車場等の経営といった商業活動がある。

（₂）　空港の民営化

　空港には上記のような基本業務があるが，従来，空港は公益事業的なも

のとみなされてきた。空港については社会的な便益が内部的な損失よりも

大きいという考え方が存在していた。従って，空港に対する投資は国家が

行うものであり，損失も国家が負担するものと考えられてきた。そのため

着陸料等の料金政策も費用の回収が中心であったが，それほど積極的では

なかった。しかし，近年，航空需要の増大もあり，空港の運営も民間で可

能になり，民営化が主張されるようになってきた。空港の所有パターンは

もともと多様であり，政府所有，公的所有ではあるが，空港公団が管理す

るもの，公私混合等が存在していた。民間空港としてはヒースロー空港が
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₁₉₈₇年に民営化されている。世界の民営化状況は図表 ₂，₃の通りである。

　なお，アメリカでは，空港については自治体経営が中心である。その派

生的経営として空港公団方式がある。というのは，アメリカの航空輸送は

国内輸送から出発し，空港が整備されるときに国際的視点はなく，連邦は

直接介入しなかったのである。しかし，₁₉₆₀年代にジェット機が導入さ

れ，滑走路拡張問題が起こり，資金調達方式という観点から公団方式が導

入された。空港当局の独立性を高めるため収入債を発行している。さらに

連邦政府による空港整備のための信託基金（AATF）が設立され，過度で

はないが，適度な地域間内部補助を伴った資金供給システムが整備された。

しかし，経営効率は民間なみに効率的であるとされ，独立した経営体制を

確立しているとされる₁₀︶。

（₃）　民営化の便益とリスク

　空港の民営化には便益とリスクが存在している。便益としては，資金調

達が容易である，商業活動が自由である，空港と都心部を結ぶ鉄道を建設

することも可能となる，効率の改善等があげられる。リスクとしては，放

置すれば独占の「乱用」という問題が発生しかねないこと，空港使用料等

についても政府が介入しない限り，高止まりになる傾向がある，情報が公

開されにくいこと，利益を出すことが目的であるから利用者（航空会社，

旅客等）と対立することがある₁₁︶。

　上記は一般論であるが，最近の民営化にはいくつかのパターンがある。

空港問題の専門家であるアン・グラハムによると，（₁）株式上場（完全民

営化されたのは₁₉₈₇年のBAA，最近では₂₀₀₁年のブリストル空港），（₂）特

₁₀） 加藤一誠，榊原胖夫「空港政策の透明性の向上と空港形態」『運輸と経済』₂₀₀₆
年 ₅ 月号，₃₀ページ。及び，石川実令「米国における空港システムの特性」『同
志社商学』第₆₃巻 第 ₆号，₂₀₁₂年 ₃ 月，参照。

₁₁） リーガス・ドガニス『エアポートビジネス』木谷直俊訳，成山堂，₁₉₉₄年，
₃₂－₃₈ページ。
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定民間企業への個別売却（空港の一部または全部を特定の企業ないしコン

ソーシアムに，主として競争入札で売却する），（₃）長期独占営業権の売

却・リース（空港を運営する権利を一定期間（通常₂₀－₃₀年）主として競

争入札によって売る（あるいはリースする）方法で，フランスのボルドー

空港，オーストラリアのパース空港，韓国の仁川空港等はリース方式を採

用），（₄）BOT方式（民間企業が空港またはターミナルのような特定施設

を建設ないし再開発した後に，一定期間（通常₂₀－₃₀年）これを運営する

形態（期間終了後には所有権は公的機関に変換される），（₅）管理委託契約

（所有権は政府に残し，委託された企業は通常 ₅ －₁₀年間の契約期間にわ

たって日常の空港運営を担当する）等があるとする₁₂︶。

　わが国の地方空港の民営化は純然たる民営化というより，（₃）の方式

で，コンセッション式と呼ばれている。これは空港の所有権は国が保有し

ながら運営は民間に委託することで経営の効率性を高めるとともに，航空

系と売店等の非航空系（空港ターミナルビルディング協会が運営）を一体

化させ，非航空系からの収入を航空系の発着料にまわし，発着料を引き下

げる戦略であるとされている。

　確かに，日本の空港の問題点の一つはこれまで発着料が相対的に高いと

されたことである。わが国の場合には関西空港のようにもともと建設費用

が高いという問題があるが，それだけではない。ヨーロッパなどでは逆に

発着料を安くする仕組みが存在していたのである。

　まず，空港の着陸料についての一般的な考え方を述べておくと，そもそ

も，空港にはいろいろな規制がある。₁₉₄₄年のシカゴ条約₁₅条によって，

ICAOメンバー国家（IATA加盟航空会社の国で構成）は空港で料金を課す

必要がある。基本原則はユーザー間で差別してはならないということであ

る。すなわち，着陸料は，機種には無関係で，単純な平均費用原理が採用

₁₂） Ann Graham（₂₀₀₁）, Managing Airport, Butterworth -Heineman, pp. ₁₀₄–₁₁₀. 
アン・グラハム『空港経営』中条　潮，塩谷さやか訳，中央経済社，₂₀₁₀年，
₁₃₇－₁₄₅ページ。
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されていた（機種による滑走路の損傷程度の違いといった個々の費用差を

無視したもの）。時間の経過とともに，若干の修正が加えられてきた。たと

えば，大型機は丈夫な滑走路を必要とするので大型機に対する重量料金が

課せられた。さらに，負担能力主義が導入された。具体的には，長距離の

航空機はコストの中で空港料金のウエイトは小さいから，空港料金の負担

能力があるということから，長距離航空機の着陸料をあげるというもので

ある。要するに平均費用原理に重量料金および負担力主義が加味されて

いった（最近では環境問題等も考慮されている）。しかし，例えば，イギリ

ス等のヨーロッパの主要空港では平均費用以下の着陸料となっていた。そ

れは，非航空系から航空系へのクロサブ（内部補助）が行なわれていたか

らである。そのため，図表 ₄のようにヒースロー空港等の着陸料は，わが

国の着陸料に比べて安いものなっていたのである。もっとも，最近のヒー

スロー空港では空港使用料に離発着回数なども考慮しているため，図表 ₅

図表 ₄　ボーイング₇₃₇（国際路線ターンアラウンド）の航空系料金と課税（₂₀₀₀年）

出所：Anne Graham（₂₀₀₁）, Managing Airport, Buttermorth-Heineman, p. ₉₇.
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のごとく高くなっている。またわが国の使用料も低下傾向にある。また，

海外では着陸料に租税等を加えると航空会社の負担額はかなり高くなる空

港もある。

　従って，本来なら，民営化を前提にした新しい料金政策（効率，利潤，

投資等を考慮したもの）が必要なのであるが，最近，わが国で導入されよ

うとしているコンセッション方式は，航空系と非航空系事業の一体化によ

る経営の効率性の向上に加えて，非航空系から航空系への内部補助による

着陸料の引き下げを検討しているように見える。

　そこで以下ではわが国の空港の法整備を述べるとともにコンセッション

方式を導入するまでの経緯を紹介する。

（₄）　空港整備と空港整備特別会計

　わが国は，二次大戦後，いっさいの航空活動が禁止されていたが，₁₉₅₁

年にノースウエストへの運行委託によって民間航空が再開された。空港に

ついても₁₉₅₁年に占領軍によって接収されていた羽田飛行場の一部が日本

図表 ₅　₇₃₇-₈₆₀の空港使用料（ポンド）

出所： Anne Graham and Peter Morrell（₂₀₁₇）, Airport Finance and Investment in the 
Global Economy, Routledge, p. ₂₆.
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側に変換され，₁₉₅₂年には民間資金による日本空港ビルディングが設立さ

れ，本格的なターミナルビルを備えた東京国際空港が誕生した。その後，

空港整備のために₁₉₅₆年に空港整備法（現空港法）が制定され，国の一般

会計の枠組みの中で整備されることになった。以後，₁₉₆₇年から ₇次まで

続いた空港整備 ₅カ年計画が策定された。しかし，急増する空港整備需要

に対応するため₁₉₇₀年に空港整備特別会計が設置され，国内の空港の整

備・促進が行われてきた₁₃︶。空港整備特別会計は，空港使用料や，国の一

般会計からの純粋一般財源の繰り入れを主要な財源として，国管理空港の

整備や維持・管理と地方空港の整備に対する補助（プール制）を行ってい

る。しかし，今日では空港の整備は完成し，整備から運営の時代に入った

ものとして₂₀₀₈年に空港整備法は空港法へと改正された。この過程で，わ

が国の空港のあり方について問題点が明らかとなってきた。なお，わが国

の空港整備特別会計は社会資本整備事業特別会計に含まれていたが，この

制度が₂₀₁₃年度に廃止されたために，現在では経過的措置として自動車安

全特別会計に統合されている。

　問題点の一つは，空港整備の歴史的経緯（財政難のなかで空港の基本施

設は国が行い，ターミナルビルディング等は民間が行う）から空港基本施

設とターミナルビル等が別組織となり，そのために非航空系の収益を原資

とした着陸料等の低廉化を図ることができないことであった（他方，国管

理空港の着陸料は政府が決定し全国画一制度となっている）。また，空港整

備特別会計のプール制により空港別の効率化のイセンティヴが働かないこ

とであった（これまで空港ごとの収支さえ明確でなかった。ターミナルビ

ル会社も羽田空港の日本空港ビルディング株式会社以外は非上場のため，

ほとんどの空港について収支の実態は最近まで明らかではなかった）。その

ため₂₀₁₂年に国土交通省報告書『空港経営改革の実現に向けて』が取りま

とめられた。そこでは，（₁）航空系と非航空系事業の経営一体化の推進，

₁₃） 引頭雄一「空港整備・運営の課題」『国際交通安全学会誌』Vol. ₃₃, No. ₁，₂₀₀₇
年，参照。
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（₂）民間の知恵と資金の導入とプロの経営者による空港経営の実現，（₃）

空港経営改革に関する提案の公募と地域の視点の取り込み，（₄）空港経営

改革の推進のための民間の専門的知識・経験の活用という ₄つの基本原則

が確認されたのである。

　上記の（₂）の民間資金の知恵と資金の導入は，国管理空港にコンセッ

ション方式の導入を意図したものである。そして，それは PPP/PFI法の改

正および以下に述べる「民間能力を活用した国管理空港等の運営等に関す

る法律」によって可能になったのであるが，以下では，まず，PPP/PFI法

について述べる。

（₅）　PPP/PFI法

　今日，社会資本の整備手法として PPP/PFIが活用されている。PPPとは

Public Private Partnershipの頭文字を取ったもので公民連携事業等と訳さ

れているものである。また PFIは Private Finance Initiativeの頭文字をとっ

たもので資金調達も民が行うなど PPPの中でも民間の関与度が高いもので

ある。これは₁₉₉₂に導入されている。しかし，PFIにも多様なものがあり，

そのうちのいくつかをあげると，（₁）建設・資金調達を民間が担って完成

後は所有権を公共セクターに移転し，一定期間，運営を同一民間業者に委

ねる「BTO（Build Transfer Operate）方式」，（₂）建設・資金調達を民間

が担い完成した施設も民間が所有し運営する「BOT（Build Operate 

Transfer）方式」，（₃）施設の所有権は公共セクターに残したまま公共施設

運営権を長期にわたって民間事業者に付与する「コンセッション」方式が

ある。

　このようにいくつかある PFI方式のうち，コンセッション方式は₂₀₁₁年

の PFI法改正で導入されたものである。従来，公物管理法（公の施設の管

理は行政が行うとするもので，道路法，高速道路自動車国道法，都市公園

法，港湾法，空港整備法，下水道法，公営住宅法，水道法，廃棄物の処理

および清掃に関する法律，駐車場法等，個別の公物ごとに法で定められて
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いる）の問題が存在し，コンセッション方式の導入は困難であったが，PFI

法の改正によって可能となった₁₄︶。同時に，国管理空港についても新しい

法律が導入された。それは以下に述べるものである₁₅︶。

（₆）　民活空港整備法──コンセッション方式

　これまでの空港法等既存法令では国管理空港に空港コンセッション方式

を導入することは困難であったが，それを克服するため，PFI法の改正と

ともに₂₀₁₃年 ₆ 月に「民間能力を活用した国管理空港等の運営等に関する

法律」（民活空港整備法）が成立した。

　この方式の大きな特徴は，（₁）施設を公が所有し続けること，（₂）独立

採算型事業であること，（₃）既存施設に限定されていることである。コン

セッション方式を採用することで，地方公共団体は（₁）独立採算事業のた

めに運営にかかる財政資金がかからない，（₂）運営権を見なし物件として

民間に売却するために既存債務の削減が可能，（₃）施設を所有し続けるつ

けることで公の関与を確保できる。また，民間事業者は，（₁）新たな事業

領域の拡大，（₂）運営の裁量，自由度が大きい等，公民のそれぞれにメ

リットがあるとされている。

　実は，₂₀₁₂年頃から各地でコンセッション方式の導入可能性についての

調査が徐々に検討されてきた。そして，中でも国が管理する空港の民営化

第一号案件とされる仙台空港は₂₀₁₆年 ₆ 月末に運営が民間に移管された。

また，₂₀₁₈年 ₄ 月から高松空港が民営化され，福岡空港，広島空港等いく

つかの国管理空港の民営化が検討されている。

　なお，民営である関西空港と大阪（伊丹）空港についても₂₀₁₁年の「関

₁₄） 山口晋平「地方管理空港における経営改革」みずほ総合研究所，ワーキング
ペーパー，₂₀₁₃年 ₆ 月，参照。

₁₅） 国土交通省『空港の現状および空港経営改革の推進について』₂₀₁₃年 ₂月，国
土交通省『「整備」から「運営」へのシフトに対応した今後の空港経営について』
₂₀₁₄年 ₂ 月，参照。
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西空港及び大阪空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律」の

成立によって運営権の売却を検討してきたが，₂₀₁₅年₁₁月，オリックス連

合が運営権を取得した。運営権の売却は₆,₀₀₀億から₈,₀₀₀億であるとされ

る。さらに，神戸空港が₂₀₁₈年 ₄ 月から民営化され，関西 ₃空港の一体的

運営が始まった。

（₇）　コンセッション方式の課題

（₇-₁）　民活空港整備法の問題点

　問題点の一つには，公募の前提となる国管理空港における旅客ターミナ

ル，駐車場，宿泊施設，商業施設等の空港関連付帯事業施設の一体化に伴

う利害調整をいかに公正・透明性をもっておこなうのかという問題や，民

間事業者の選定基準などについても必ずしも明白でないといった点が指摘

されている。₂₀₁₃年₁₀月に国が管理する空港の運営権を民間企業に売却す

る際の基本条件がまとめられたが，この中には料金設定について利用者の

負担が大幅に増大することがないように留意すべしといった文言や随所に

必要に応じて等の曖昧な表現が盛り込まれているという。そのため民間の

調査機関からは，民間経営の自由度がどこまで確保されるのかという疑問

が提示されていた₁₆︶。

　着陸料については国土交通省に届出し，許可を得れば，空港が独自的に

決定できるようである。仙台空港の着陸料には重量比例，騒音比例，旅客

数比例が含まれるが，₂₀₁₇年 ₄ 月から旅客数比例の割合を増大させてい

る。そのため，これまで，例えば，国際線，B₇₆₇-₃₀₀の場合，₁₆₃,₆₂₅円で

あったものが，₂₀₁₇年 ₄ 月からは搭乗率₆₀％の場合には₄₇％減額された

₈₇,₀₈₀円となっている₁₇︶。事実，経営破綻を機に撤退したスカイマークの

₁₆） 貞清栄子「社会資本整備における PPP/PFIの可能性」『三井住友信託銀行調査
銀行』₂₀₁₄年 ₂月号，福島隆則「コンセッション方式 PFIの現状と課題」『ARES

不動産証券化ジャーナル』Vol. ₂₇，₂₀₁₅年₁₀月等を参照。
₁₇） 『仙台空港株式会社資料』₂₀₁₇年 ₃ 月。
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復帰は実質的な値下げを含む条件を示すことができたからであるとされて

いる₁₈︶。

　また国レベルでは₂₀₁₆年度から地方空港への新規就航や増便を実施した

航空会社を対象に国に支払う着陸料を引き下げることになった。対象は羽

田を除く国管理の₂₇空港で羽田路線以外の国内線と国際線である。航空会

社が空港の地元自治体から着陸料や宣伝費などで財政支援を受けることを

前提とし，自治体支援分と同額を着陸料から差し引く。例えば，地方路線

に就航が増えている LCCが使うことの多い A₃₂₀の場合，国際線着陸料の

年間負担額は₃,₀₀₀万程度であるが，自治体が₁,₅₀₀万円支払えば国は着陸

料を₁,₅₀₀万円差し引くために，着陸料は実質無料となる。さらに₂₀₁₇年 ₇

月から，全国₂₇空港を「訪日旅客支援空港」に認定し，着陸料の割引を

行っている。この計画では空港を拡大支援型，持続支援型，育成支援型に

分類し，特に拡大支援型空港（₁₉空港）に関して，国際線の新規就航や増

便を対象として着陸料を割引くものである。国管理空港では ₂分の ₁以上，

仙台などのコンセッション方式を採用する空港，地方管理空港では ₃分の

₁を補助する₁₉︶。

　しかし，一時的措置としても現時点における国管理空港等のコストと収

入の関係は明白なのであろうか。実質的にコスト以下に引き下げることは

問題が発生しうる。この点に関して直接的な関係はないものの，かつてラ

イアンエア等の LCCがロンドンの空港に就航を開始した頃の₁₉₈₇年から

₁₉₉₈年の間においてルートン空港とスタンステッド空港との間の価格競争

においてルートン空港は略奪的価格設定をしたのではないかとの疑問が持

たれたことがある₂₀︶。ルートン空港は₁₉₃₈年開港し，当初はルートン市が

₁₈） 『週刊ダイヤモンド』₂₀₁₇年₁₁月 ₄ 日号，₉₀ページ。
₁₉） Aviation Wire，₂₀₁₇年 ₇ 月 ₅ 日，その他，参照。
₂₀） Sean D. Barrett（₂₀₀₀）, Airport competition in the deregulated European 

aviation market, Journal of Air transport Management, No. ₆.，木谷直俊『航空需
要の増大と航空・空港問題』広島修道大学総合研究所，₂₀₀₇年，自治体国際化協
会『英国における空港施策の現状及び空港の現状について』₂₀₁₄年 等を参照。
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所有，運営を行っていたが，₁₉₈₆年には空港法の施行に伴いルートン市が

₁₀₀％株式を保有する有限会社となった。その後，₁₉₉₈年に空港の運営に関

して民間企業とコンセッション方式の契約を締結している。したがって略

奪的価格設定が行われたのはルートン市が₁₀₀％株式を保有する有限会社の

頃であると思われる。

　そこで以下では着陸料問題について検討する。

（₇-₂）　着陸料の規制方式

　着陸料に関して，わが国ではいかに着陸料を引き下げるかが課題となっ

ているが，国際的には，空港が民営化された国では市場支配力の「乱用」

を避けるために規制制度が設けられている。一般的には ₄つの規制方式が

ある。

　（₁）収益率（rate of return; ROR）の規制

　自然独占をコントロールするためにコストに基づいて利潤をコントロー

ルする一般的なやり方，アメリカ，オーストラリアで導入されている。費

用ベースであるため非効率，過剰投資がありうる。

　（₂）プライス・キャップの規制

　（₁）の問題を解決するために英国では₁₉₈₀年代にガス，電気などでプラ

イス・キャップ規制を始めた。コスト低減努力の効果はあるとされてい

る。プライス・キャップは以下のようにして決定される。

プライス・キャップ＝CPI－X＋Y

CPI；消費者物価指数（consumer price index）

RPI；小売物価指数（retail price index）

X；効率上の利得目標（efficiency gain target）

Y；外部費用

（₁）の ROR方式と異なり，利潤レベルにキャップがないので，規制された

企業が Xを超えて得た効率上の利得は会社のものになる。この方法は，会

社は規制者の認可がなくてもプライス・キャップに従うかぎり価格の水準
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や構造を変えることができるので規制者にとっては管理しやすい。

　反対論者は，プライス・キャップの規制は効率という観点からするとコ

ストベースの規制に代わりうるものではないと考える。というのはプライ

ス・キャップを設定するとき，運行上の効率，投資，競争状態といった他

の要素だけでなく，会社の収益率を考慮に入れるからである。こうして規

制された企業は依然として資本支出の水増しを行いうる。こうした欠点が

あるが，民間空港ではポピュラーである。

　（₃）ディフォールト・プライス・キャップ（default price cap）

　これはプライス・キャップ方式は生きているが，空港と航空会社が同意

するなら空港と航空会社が契約を行う方式である。

　（₃）  ライトハンデッド・アプローチ（light-handed approach）またはリ

ザーブ・レギュレーション（reserve regulation）

　国際的には空港の競争を前提としてライトハンデッド・アプローチまた

はリザーブ・レギュレーションが増大しているとされる。

₅．　料金規制とシングル・ティル，デュアル・ティル問題

（１）　シングル・ティル，デュアル・ティル問題

　わが国のコンセッション方式の導入は，非航空系から航空系への内部補

助方式を検討しているように見えるが，議論のあるところである。これ

は，いわゆるシングル・ティル，デュアル・ティル問題である。

　まず，すでに述べたように市場支配力のある空港が民営化されると独占

の「乱用」が心配されることから，一般的には上記のような ₄つの料金規

制があった。

　しかし，空港がプライス・キャップによって規制されているとき，どの

ような施設，サービスが価格決定の枠組みの対象とされるべきかという難

しい問題がある。これについては二つの方式がある。

（a）　シングル・ティル・アプローチ（shingle till approach）

　対象としては航空系と非航空系を含む空港の全ての活動が含まれる。
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（b）　デュアル・ティル・アプローチ（dual till approach）

　対象としては航空系の活動のみを含むものである。

　シングル・ティルでは非航空系の収入が航空系収入のために活用される

ことから，プライス・キャップの決定過程が複雑になる。それは航空，非

航空系の投資も含まれている。しかし，このシングル・ティル方式は ICAO

によって受け入れられている。論拠は航空系の活動がない場合，商業活動

のマーケットは存在しないことから，航空系の損失を非航空系の収益で相

殺してよいというものである。この考え方は航空会社も支持している。

　これについてはデヴィッド・スターキーの批判がある₂₁︶。交通量が増え

るとシングル・ティル方式では着陸料等の空港使用料を下げることにな

る。これは空港の混雑をひどくさせるもので，遅れなどをもたらす。最も

混雑した空港が商業収入で空港使用料を相殺しうる最も良い立場にあるこ

とになる。しかも，制約のある容量を最も管理する必要のある空港はそう

した空港である。そうした資源が希少なところで空港が空港使用料を下げ

るのはおかしいというものである。さらに，空港はそうしたことは空港業

務の商業分野の投資を抑えることになるという。

　これに対してデュアル・ティル概念は航空系と非航空系を異なる財務実

体（financial entity）とみる。そして，空港の航空系サービスに注目する。

この場合，空港の全体的経営よりも航空系の収入と費用のみを考慮するこ

とになるが，航空系と非航空系の結合費用の配分という極めて困難な問題

が存在する。また，シングル・ティル方式からデュアル・ティル方式への

移行は空港使用料を上昇させうるとの指摘もあるが，空港はそのことで非

空港系の仕事を展開することが可能となる。商業活動は独占的な施設では

ないので規制の枠組みの中に商業活動を含めないというのは当然のように

も思われる。シングル・ティル方式を採用している空港は多いが，最近で

はデュアル・ティル方式を採用する空港も増大してきている。あるいはス

₂₁） David Starkie（₂₀₀₁）, Reforming UK Airport Regulation, Journal of Transport 

Economics and Policy, Volume ₃₅, Part₁, January, pp. ₁₁₉–₁₃₅.
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イスでは非航空系の収入を航空系に回しているが一定の制約条件を課して

いる。これはいわばハイブリッド・ティルである。アン・グラハムの最近

の研究によると，かつてはシングル・ティルのもとでのプライス・キャッ

プが多かったが，最近ではデュアル・ティルのもとでのプライス・キャッ

プが増大している。要因としては，デュアル・ティルのもとでのプライ

ス・キャップがシングル・ティルのもとでのプライス・キャップよりもよ

り良いパフォーマンスを上げているとされる。もっとも，デュアル・ティ

ルのプライス・キャップが効果的なのは競争があまり激しくない環境の場

合であるとの報告もある₂₂︶。

　こうしてみると，コンセッション方式を採用するわが国の空港では，プラ

イス・キャップは今のところあまり問題にならないかもしれないが，少なく

とも問題があった時に介入するライトハンデッド・アプローチまたはリザー

ブ・レギュレーション方式は必要となろう。また，歴史的経緯によってわが

国の国管理空港は航空系と非航空系が分離（いわばデュアル・ティル）され

るとともに，着陸料は全国一律であった。こうした問題を解決するためにコ

ンセッション方式が導入されるとともに，一時的措置として国管理空港の着

陸料の割引などが行われている。しかし，将来的には空港法や空港整備特別

会計の制度変更によって自立と競争を前提にした着陸料の自主決定とデュア

ル・ティル方式の導入といった方向も検討されるべきであろう。

　損失が発生する空港については日本では現在でも「航空ネットワーク維

持振興のための支援措置」があるが，海外では例えば米国では「EAS（不

可欠路線運行サービス）制度」，欧州では「POS（公共サービス義務）制

度」などが存在する。また，かつて英国では空港の存廃問題に関して社会

的費用便益分析を使用したことがある₂₃︶。

₂₂） Anne Graham and Peter Morrell（₂₀₁₇）, Airport Finance and Investment in the 

Global Economy, Routledge, p. ₂₀₁.
₂₃） P. J. Mackie（₁₉₈₃）, Appraisal of airport projects-a case study, The Practice of 

Transport Investment Appraisal, Edited by K. J. Button and A. D. Pearman, Gower.
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（₂）　プライス・キャップの必要性に関する議論

　空港は自然独占的性格があり，放置すれば独占力の「乱用」がありうる

とのことでプライス・キャップが一般的である。しかし，プライス・

キャップについて批判があることはすでに述べたとおりであるが，デ

ヴィッド・スターキーはさらに空港の経済的特質という観点からプライ

ス・キャップを批判している。すなわち，空港にはある程度の規模の経済

性が存在するとしても一定規模以上になるとむしろ規模に関して不経済に

なるとする。そして，空港の独占的な性格はむしろ立地上の優位性に関係

するものであり，空港は空間に関して不完全ないし独占的競争が強い性格

を持つとする。まず，競争的側面については空港の持つ顧客のキャッチメ

ントエリアが重複すれば空港はより競争的になるとする。他方，独占的側

面については商業施設などを持つ空港は需要の補完性のために利潤極大化

レベルの料金よりも低いところに設定せざるをえず，マーケット・パワー

を持ち得るにしても，マーケット・パワーは発揮できないとする。そのた

めプライス・キャップは必要ないものとする。この点について以下のよう

に説明している。

　まず，図表 ₆ の左の図において滑走路の利用に対する需要 D₁
 と限界収

入MR₁
 を示す。話を簡単にするために生産費用は一定とする。すなわち，

MC＝ACとする。利潤極大をめざす航空系のみ（スタンドアローン）の空

港は P₁
 の料金，Q₁

 の生産量となる。

　右の図の需要は，空港が免税店等の売店施設をもち補完的ビジネスが直

面する需要であるとすると，エアサイドの生産量 Q₁
 を前提にすると小売

業等に対する需要は D₁
 である。ふたたび，MC＝ACとすると，小売業等

の料金は Pで，小売販売は S₁
 である。

　しかし，滑走路（runway）ビジネスが O₁
 を超えて生産量を拡大してい

くことは，小売ビジネス等にとって好ましい。ただし，エアサイドの生産

量が O₂
 になると相互の利得の機会はもはやなくなる。エアサイドのこの

産出レベルで小売ビジネス等に対する需要曲線は D₂
 にシフトする。そし
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て，通常，立地に関して優位な立場にある小売ビジネスによって得られる

立地上のレントは Cエリアまで拡大する。Cエリアは，滑走路ビジネスが

エアサイドの産出量を O₁
 から O₂

 に拡大するかぎり，生産者余剰のネガ

ティブな変化（Aマイナス B）に等しい（生産者余剰のネガティブな変化

によって相殺される）。このように小売ビジネス等の利得が滑走路ビジネス

の損失によって相殺されるまで産出量を拡大させるインセンティヴがある。

空港は発着業務と小売ビジネス等の市場とで利益をあげうるビジネスであ

り，この統合されたビジネスはエアサイドの産出レベルを O₂
 まで拡大さ

せようとするインセンティヴを持ち，その生産量は利潤極大をめざす航空

系のみ（スタンドアローン）の空港のビジネスの生産量を超える。

　なお，デヴィッド・スターキーは，空港に代替性が存在しない場合，空

港が仮にコスト以上に相対的に高い料金を課すとしても需要の価格弾力性

が小さいと経済的なデッドウエイト・ロスは相対的に小さくなり，（規制さ

れていない）空港の独占による効率上のコストは小さいとする。また，弾

力性が大きくなり，独占による潜在的なデッドウエイト・ロスが増大する

としても，需要の補完性のある空港は上記のように売店での販売や利潤を

図表 ₆　空港料金に対する立地上のレントの影響

出所：David Starkie（₂₀₀₈）, Aviation Market, Routledge, p. ₁₄₈.
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増やすために航空系料金を抑えることが考えられる。

　このようにデヴィッド・スターキーは空港のプライス・キャップの導入

に批判的であるが，デヴィッド・スターキーは，空港に関して経済的な介

入は必要としないというわけではなく，空港の合併，空港の所有問題，空

港相互の提携等の問題があると適切な政策介入が必要となる場合があると

している₂₄︶。アン・グラハムも近著において空港に対する政策介入に関し

て多面的
4 4 4

に議論している₂₅︶。このような中で，国際的には少なくともプラ

イス・キャップを前提にしながらもシングル・ティルからデュアル・ティ

ルを採用する空港が増えていることは興味深い。

₆．　スロット（発着枠）

（１）　スロットとは

　スロットの公平な配分は航空会社がフェアな競争をする上で極めて重要

である。わが国の空港問題を研究する経済学者によると，「スロット（発着

枠）とはあえて単純化して言えば「滑走路の利用権」と言える」としてい

る₂₆︶。また，「EUの発着枠は，滑走路のみならず，ゲートを含めた，運行

に必要な施設一般の利用権限を意味する」とされている₂₇︶。わが国ではこ

のスロットの取扱いについて平成₂₀年 ₁ 月から日本航空協会に国際線発着

枠調整業務のための事務局が設置され，わが国の混雑空港（成田国際空

港，関西国際空港，東京国際空港，新千歳空港，福岡空港）の発着業務を

実施している。この事務局によると，スロットの具体的な定義としては

「時刻表の元となる就航空港における航空機の運行曜日，到着，出発の時

₂₄） David Starkie（₂₀₀₈）, Aviation Market, Routledge, pp. ₁₃₅–₁₅₁.
₂₅） Anne Graham and Peter Morrell（₂₀₁₇）, op. cit., pp. ₁₆₅–₁₈₂.
₂₆） ATRS（国際航空学会）参加の日本人研究者を中心とする有志『日本における
混雑空港における発着枠（タイムスロット）配分のあり方』₂₀₁₃年 ₈月，₈ペー
ジ。

₂₇） 同上， ₄ページ。
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刻」としている₂₈︶。なお，EUには，航空会社から独立した調整者（コー

ディネーター）が存在しており，デンマーク，フランス，イタリー，オラ

ンダ，スウエーデン，英国では独立の会社がある。アメリカについては反

トラスト法によって以下に述べる IATAのスロット調整会議には参加して

いない。そのため航空会社は遅れを考慮に入れて自分で判断している。以

下はスロットの配分に関する議論である。

（₂）　航空会社による自己規制

（₂-₁）　スロットに関する国際会議とガイドライン・発着調整の方法

　現在，国際線のスロットの配分は，国際会議国際線を運行する世界の民

間航空会社約₂₆₅社が加盟する IATAの年 ₂回の IATAスロット調整会議に

おいて，世界共通の IATAガイドライン（WSG: world slot guideline）に

従って航空会社のスケジュール作成者（スケジューラー），乗り入れ空港の

スロット管理などを担当する事務局（コーディネーター）が話し合って決

定している。なお，アメリカは反トラスト法によって IATAのスロット調

整会議には参加していない。そのため航空会社は遅れを考慮に入れて自分

で判断している。

（₂-₂）　ガイドライン

　WSGにはスケジューラー，コーディネーターなどが準拠すべき基本原

則，手順などが定められている。WSGでは航空会社の需要と各空港の処理

能力により派生する混雑度に応じて ₃段階のレベルに空港の混雑度を分類

している。一番混雑度の高い空港がレベル ₃で，スロット割り当てが重要

な空港である。次に混雑度の高い空港がレベル ₂で，円滑なスケジュール

設定のための調整が必要とされる。レベル ₁は，混雑がなく調整を必要と

しない空港である。日本においては成田，羽田，福岡空港がレベル ₃の空

₂₈） 日本航空協会『国際線発着調整事務局の業務内容』₂₀₁₇年 ₁ 月， ₂－ ₉ ペー
ジ。
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港，関西，新千歳，中部空港がレベル ₂の空港とされている。

（₂-₃）　発着調整の方法

（a）　レベル ₃の空港

　歴史的優先権（またはグランドファーザーライト（既得権））あるいは

「U/Lルール」（use it or lose it rule）などに従って配分される。前者は，

ある年の夏季あるいは冬季に運航計画便数が₈₀％以上を運航した場合，翌

年の同シーズンに優先的に同じスロットが確保される権利というもので，

航空会社は安定的・継続的にダイヤの設定が行える。後者は，歴史的優先

権があっても運航実績が計画便数の₈₀％を切ってしまうと翌年同シーズン

での優先権を失い，権利の上に安住することを許さないというルールであ

る。

（b）　レベル ₂の空港

　特に厳格な規定はないが，前期運行実績などを考慮してスケジュール調

整を行う。

（₃）　政府の介入

　しかし，上記のような方法でも例えば歴史的優先権があると配分が歪め

られることがあるために，政府が介入することがある。具体的には，

（a）長距離の国際航空会社は短距離のものよりスケジュール変更に柔軟

性がない（空港が深夜閉鎖）ことから長距離の国際航空会社を優

先。逆に短距離のものは空から他の交通機関への転換を促進させ，

環境問題にも貢献しうる。

（b）騒音の少ない航空機を優先，

（c）特定サービスについて頻度の上限，

（d）定期航空などをチャーター等よりも優先，

（e）大型航空機を優先（ロンドン・ヒースローでは₁₉₈₀年代に実際に行
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われた）といったことである。

　しかし，これらもグランドファーザーライトを残したまま行われると，

結局，これまでの欠点を克服できない。そこで以下の考え方は経済学者の

提案である。

（₄）　経済学から見たスロットの配分のあり方

　経済学者の観点から，図表 ₇のごとく，スロットの配分に関して（A）混

政　策 レントの 
行方・配分

効率化メリットおよ
びコーディネーショ
ン問題の改善──探
索促進機能の模索

コスト：問題点：
批判点 合意形成の行方

（A）混雑税（可変
的着陸料金制，
ピークロード料金
制）

課税者（空
港 ま た は
国）が回収

競争的な環境での発
着枠のマクロ・ミク
ロ配分が可能。
定期的な制度変更が
可能で，改善が期待
できる。

混雑税（例えば可
変的着陸料金制
度）により超過需
要を解消するには
非常に高い着陸料
の設定が必要

混雑税の水準と使
途の不明確さによ
り困難

（B）発着枠割り当
てと英国型の自由
な発着枠取引

発着枠割り
当て航空会
社に移転

競争的な環境での発
着枠のミクロ配分が
可能。
改善は，期待しにく
い。

初期の発着枠割り
当てに大きな裁量
の余地。割り当て
航空会社に多大な
利益。航空会社間
の競争環境の大幅
な悪化

割り当て航空会社
にレントが落ちる
ので，合意しやす
いが，競争性は乏
しい。

（C）オークション
による発着枠配分
（初期のみ or 定期
的再配分₁）

競売人（空
港 ま た は
国）が回収

空港拡張にまわす投
資資金の確保が容易。
定期的な再配分の場
合には，競争環境の
継続が可能で，改善
が期待できる。

定期的な場合に
は，航空会社に
は，情報収集コス
ト・発着枠獲得コ
ストの負担が重い

コスト負担が重い
ため，合意は得
にくい。ただし，
定期的再配分の頻
度や入札ルールの
設計による。

（注 ₁）  日本では，国内線において，₂₀₀₅年に，発着枠の回収及び再配分（評価方式）が行わ
れているが，オークションは実施されていないため，レント回収や，競争性の確保は
なされていない。

出所： ATRS（国際航空学会）参加の日本人研究者を中心とする有志『日本における混雑空港
における発着枠（タイムスロット）配分のあり方』₂₀₁₃年 ₈ 月， ₇ページ。

図表 ₇　経済学研究が示唆する発着枠配分のメリット・デメリット
経済学研究において議論される政策は，大きく分けて，以下の₃つの代表的な政策に整理される。
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雑税，（B）発着枠割り当てと英国型の自由な発着枠取引，（C）オークショ

ンによる発着枠配分（初期のみ定期的配分）の三つを上げ，以下のような

提言がなされている。すなわち，「金銭的に解消できるのであれば，レント

を空港ないし政府が回収する案（A）または（C）が妥当であると思われる

が，多くの場合には物理的制約や，金銭で評価できない制約（騒音問題）

などが絡んでいる場合も多い。また，（C）に関しては，₂₀₀₉年に米国が実

施寸前まで行ったが，結局，見送られ，最終的には廃止された経緯があ

る。米国のこの例が示すように，（C）に関しては，実施にあたり航空会社

が負担するコストは非常に大きくなるものと推測されることから，積極的

な活用は難しいと思われる。その結果，（B）が，合意しやすく，現実路線

となっている。しかしながら，（B）には，初期の発着枠割り当てに大きな

裁量の余地（公平性を重視するとしても，順繰りの配分になりがち）があ

り，透明性が低いこと，割り当て航空会社に多大な路利益がもたらされ，

航空会社間の競争環境を大幅な悪化を招く危険性をはらんでいる。また，

レントを回収できないために，長期的な混雑の解消に向けた空港インフラ

拡張は望めなくなる。難しくとも（A）混雑税または（C）オークションを

組み合わせる仕組み作りが望まれる」としている₂₉︶。

　経済学の観点からするとこの議論はもっともなように思われる。しかし

現実にはグランドファーザーライトが存続していると，スロットの配分の

目的である希少なスロットを最も高く評価するものに配分することは困難

となる。その一方で，グランドファーザーライトがあることで航空会社は

安心して空港でいろいろな投資を行うことができる。そのためグランド

ファーザーライトが認められているという側面もある。また，航空会社が

他の航空会社を買収するとき航空会社はスロットを最も重要な資産として

考えており，BAは KLMUKに対して八つのスロットに対して₂,₅₀₀万ド

ル，スロットあたり₃₀₀万ドル支払ったとされる。さらに，例えば資源の有

₂₉） ATRS（国際航空学会）参加の日本人研究者を中心とする有志，前掲， ₈ペー
ジ。
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効利用のために競争を促すとスケジュールが突然変更され，スケジュール

の安定性が無くなるといった問題も発生する。結局，現実的解決として

は，しばらくの間，いくつかのアプローチの組み合わせが必要となるとい

うことであろう₃₀︶。

　なお，EUのスロット配分に関する具体的ルールは図表 ₈， ₉ のように

₁₉₉₃年に決められ，その後，数度改正されているが，アン・グラハムは，

EUのスロット配分方式について今後も改正に向けて検討されるべきとし

ながらも一定の評価を与えている₃₁︶。

・発着枠は，歴史的な既得権，すなわち「祖父権」によって割り当てること。
・航空会社は，発着枠を₈₀％使用しなければ権利を失う。
・新規増枠および返却された発着枠を新規配分のためにプールすること。
・上記プールの₅₀％の発着枠は新規参入者に割り当てること。
・ 社会的または経済的理由から必要不可欠なサービスのために一定の発着枠を留
保することができる。
・空港を「非調整空港」，「調整容易空港」，「全面調整必要空港」に分類する。
・調整必要な状態か否かは，容量に関する調査・協議によって決定されること。
・独立の調整者が発着枠の配分を監視すること。

出所： アン・グラハム『空港経営』中条　潮・塩谷さやか訳中央経済社，₂₀₁₀年，
₁₄₇頁。

図表 ₈　１₉₉₃年制定時の EU発着枠配分ルールの要点

・配分責任者は財政的に独立していること。
・配分された発着枠についての法的権利は，使用権であって所有権ではない。
・「新規参入者」の定義を拡大する。
・ 各地域においては，環境的理由から，航空機の大きさと関連した配分ルールを
定めることができる。
・ 各地域においては，配分ルールを他の交通機関の整備状況と関連して定めるこ
とができる。
・ルール履行の効力を高め，監視手続きを改善する必要がある。

出所： アン・グラハム『空港経営』中条　潮・塩谷さやか訳中央経済社，₂₀₁₀年，
₁₄₈頁。

図表 ₉　₂₀₀₄年改正時の EU発着枠配分ルールの要点

₃₀） Ann Graham（₂₀₀₁）, op. cit., p. ₁₁₄. Anne Graham and Peter Morrell（₂₀₁₇）, 
Airport Finance and Investment in the Global Economy, Routledge, pp. ₂₀₂–₂₀₆.

₃₁） Anne Graham and Peter Morrell（₂₀₁₇）, op. cit., p. ₂₀₄.
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結　　　　　び

　空港は航空会社によって選択される時代に入ってきた。そのため空港の

経営戦略等が重要となってきたが，本論ではコンセッション方式との関連

で主としてシングル・ティル，デュアル・ティル問題，着陸料，スロット

等に焦点を当てた。このコンセッション方式はそれによってこれらの空港

が自立でき，さらに地域経済の活性化に繋がるならば，一定の評価がなさ

れるものである。その意味では自治体管理空港でも鳥取県のようにコン

セッション方式の導入を検討すべきであろう。さらに，わが国の場合，将

来的には，本論では十分検討していないが，赤字空港の存廃問題や政府の

助成といった政府介入の余地を残しながらも徐々に自立と競争（道路，鉄

道など空港以外からの競争もある）を促すように空港整備特別会計などの

制度改革が必要であると思われる。なお，本論文は広島自治体問題研究所

の許可を受け，広島自治体問題研究所月報（₂₀₁₆年 ₁ ・ ₂月合併号， ₃月

号）に掲載した「航空の規制緩和と空港の民営化および広島空港の課題」

に加除を加えたものであり，スケルトン的な論文に過ぎない。個々のテー

マに関してより詳細に分析する必要があるし，実際そのような論文が多数

存在する。また，本稿で取り上げたもの以外にもいくつかのテーマがある

ことを述べておく。


